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山 口 大 学  産 学 公 連 携 ・ 創 業 支 援 機 構     
ビ ジ ネ ス ･ イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン 施 設 ≪ Y U B I S ≫  

YUBISからのお知らせ 

   ・12月入居者の紹介 

 ・「創業の基礎の基礎」勉強会開催のお知らせ 

 ・YUBIS学生入居者募集のお知らせ 

 

創業・起業関連情報 

 ・株式会社の設立の手続き 

  

 YUBISからのご案内、創業・起業に関する情報を、毎月、お知らせ

します。ご活用ください。 

１２月入居者の紹介 

２０７室 
株式会社 医療福祉工学研究所（仮称） 

   平成16年に設立予定 
医療・福祉・セキュリティ機器・ソフトウェアの開発・販売など 

<入居者>田中幹也（工学部 電気電子工学科 ） 
江 鐘偉（工学部 機械工学科） 

木戸尚治（工学部 知能情報システム工学科） 

南 和幸（工学部 機械工学科） 

<YUBISで行う活動> 

 ＣＲＣ研究協力会医療福祉部会の研究開発成果の商品化と商社・他企

業への販売活動など 

<入居者の熱い思い> 

 医療福祉部会を母体とした医療福祉機器の研究開発型ベンチャーを目

指す。医療福祉部会の継続的な研究開発能力を活用することによりヒッ

ト商品の連続開発を行い地域の産業振興と山口大学の社会貢献に寄与し

たい。 

１０２室 
有限会社  ＥＭＥパブリッシング（仮称） 

   平成16年2月に設立予定 
e-learningコンテンツの開発・販売（CD販売とWBT配信）など 

<入居者>上西 研（工学部 機械工学科） 

 

<YUBISで行う活動> 

 MOT教材コンテンツのe-learning化、TRIZ理論を応用した新しいWBT 

システムの開発およびそれらの販売 

 
<入居者の熱い思い> 

 山口大学MOT教材開発グループが現在開発している教材は産業界から

高い評価を得ている。その教材をe-learning化し、革新的問題解決理論

TRIZを応用し設計した新しいWBTシステムを用いて全国に配信するビジ

ネスを大きく育てて行きたい。 

場所：ＣＲＣ場所：ＣＲＣ場所：ＣＲＣ   ２階２階２階   産学公連携ミーティング室産学公連携ミーティング室産学公連携ミーティング室   

日時：毎週月曜日日時：毎週月曜日日時：毎週月曜日   １９時～２０時３０分１９時～２０時３０分１９時～２０時３０分   
 

◆１月１９日（月）  事業プラン  

           「作るたびにブラッシュアップ！事業プランの立て方」 

◆１月２６日（月）  売上げを伸ばす 「お客様を獲得する方法」 

◆２月 ２日（月）  人を雇うときのルール 

◆２月 ９日（月）  事業ﾊﾟｰﾄﾅｰ探しのﾉｳﾊｳ 

◆２月１６日（月）  落とし穴に落ちない方法  

                   「小さい会社のリスクマネジメント」  

◆２月２３日（月）  「社員のやる気」を引き出すには 

◆３月 １日（月）  事業プラン 「事業プランをチェックしよう」 

◆３月 ８日（月）  やり方いろいろ資金調達の仕方  

                     （借りる？ もらう？ 株式？） 

◆３月１５日（月）  強い事業・会社をつくる 

◆３月２２日（月）  事業プラン 「事業プランプレゼンテーション」 

◆３月２９日（月）  特別講演 「新時代を拓く経営者へのメッセージ」 

 昨年に引き続き開催しますので、是非、

ご参加ください。 

 これは、雇用・能力開発機構が毎週木曜日に開

催している「創業・経営改革セミナー アントレ

プレナー Ｄｏ ｉｔ」の録画ビデオを同機構

山口センターからお借りして行うものです。 

「創業の基礎の基礎」勉強会の開催 



AnnouncementAnnouncementAnnouncement   ＹＵＢＩＳからのお知らせＹＵＢＩＳからのお知らせ  

起業家起業家をめざしているをめざしている学生学生をを募集募集していますしています！！  

1Ｆ「レンタル工房」の入居者を募集 
学内電話（通話料無料） 

外専用電話端子 

机・イス１セット（無料） 

ＴＶ端子 

LAN-100メガビット／秒の高速回線が利用可能 

水道設備 

 

使用料：学生単独の場合は無料 

光熱水費、通信料などは実費負担 

ソフト支援 
 起業、事業化支援 
 ◎インキュベーション・マネージャー等による 

  ビジネスプラン作成支援、会社設立支援、 

  各種相談（経営、法律、財務、販路）など 

 ◎起業・事業化、経営等に関する基礎的講座・ 

  セミナーの開催 

応募方法/選考方法 

 

 入居対象者 
  起業にチャレンジしようとしている学生 

 入居期間 
  原則１年（審査により延長が可能） 

 応募方法 
  地域共同研究開発センター内ＹＵＢＩＳ事務局へ必要書類提出 

 必要書類 
  入居申込書及び事業計画書 

  ※ＹＵＢＩＳのホームページからダウンロードして下さい。 

 選考 
  １次選考：書面審査  最終選考：面接審査 

お問い合わせ・提出先 

 

 山口大学地域共同研究開発センター内 

                   「ＹＵＢＩＳ事務局」 

   TEL   : 0836-85-9972（FAX兼用） 

   E-mail:yubis@ml.crc.yamaguchi-u.ac.jp 

   URL  :http//www.crc.yamaguchi-u.ac.jp/yubis/ 

入居者募集中入居者募集中!!!!  



AnnouncementAnnouncementAnnouncement   創業・起業に関する情報創業・起業に関する情報  

株 式 会 社 の 設 立 手 続 き 

株式会社の設立手続きの方法は、 

「発起設立」と「募集設立」の二種類。 

「発起設立」･･･発起人が会社の設立に際して発行する株式の総 

       数を引き受ける場合 

「募集設立」･･･発起人が株式の総数を引き受けないで、その一   

       部について株主を募集する場合 

 手続きの流れ（募集設立の場合） 

準備手続 

会社のプランを作る 

類似商号を調査する 

発起人会を開く 

商号、目的、 

出資者、役員等 

本店予定地の法務局で 

会社の概要を決める 

定款を作成する 

  骨格作り 

定款の認証を得る 

発起人全員が実印を押

す 

発起人が株式を引き受

ける 

本店予定地の公証役場

で 

株主を募集する 

  資金集め 

株式を払い込む 

銀行等の金融機関へ 

株式払込金保管証明書

をもらう 

創立総会を開く 

組織作り 

取締役会を開く 

取締役、監査役を選任 

代表取締役を選任 

設立登記を申請する 

 申請手続き 

登記完了、会社設立 

本店所在地の法務局へ 

会社の登記簿謄本、印

鑑証明書の交付 

最低資本金規制特例の手続きの概要 

 新事業創出促進法第２条第２項第３号に該当

する「創業者」であると経済産業大臣の確認を受

けた者が設立する株式会社、有限会社について

は、最低資本金（株式会社１千万円、有限会社３

百万円）未満の資本金で設立することが認められ

る。 

定款の作成・ 

認証 

定款に、新事業創出促進法第

１０条の１８による特別の解

散事由を記載 

創業者である 

ことの確認手 

確認申請書（新事業創出促進

法施行規則様式第２）に次の

書類を添付して、経済産業局

に提出 

◆定款（公証人の認証済）の写

し 

◆創業者であることの誓約書

（施行規則様式第３） 

◆事業を営んでいない個人で

あることを証明する書類 

設立登記 

確認日から２ヶ月以内に、商

法・有限会社法上の設立手続

きを終え、設立登記申請書に

確認書を添付して法務局に提

出 

     会社設立の届出 

設立登記後直ちに、経済産業局への届出が必

要。 

提出された商号・本店所在地等を記載した書

面は、経済産業局にて公衆縦覧に供される 

     配当制限の特例 

会社債権者保護の観点から、純資産額が最

低資本金額を超過するまで配当ができない 

計算書類の提出・貸借 

対照表の公衆縦覧 

毎営業年度終了後３ヶ月以内に経済産業局に

貸借対照表、損益計算書、利益処分案を提出 

提出された貸借対照表は公衆縦覧 

最低資本金

以上とする

増資 

合名会社等

への組織変

更 

成立から５年

の経過による

解散 

増資後、経済

産業局へ届出 

組織変更後、

経済産業局へ

届出 

最低資本金以上

とする増資又は

組 織 変 更 し な

かった場合 



AnnouncementAnnouncementAnnouncement   創業・起業に関する情報創業・起業に関する情報  

    発 行  山口大学「YUBIS」事務局 

   連絡先  〒７５５－８６１１  宇部市常盤台２丁目１６－１ 
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どのような会社をつくるのか、明確なプランを作るこ

とが必要 

《必要事項》 

◆会社の種類（株式会社or有限会社） 

◆会社の名前（商号。会社のイメージを決定する 

   重要事項） 

◆事業目的（どのような営業を行うか。将来やりた  

   いことも加えておく） 

◆本店所在地（本社をどこに置くか） 

◆資本金と出資者（会社が行う事業にどの程度の 

   資金が必要になり、その資金調達のために、 

   誰に、どの程度出資してもらうか。） 

◆会社役員（会社経営に当たる取締役、代表取締 

   役、監査役を誰にするか。手続的には設立総 

   会等で選任することになるが、事前に候補者を 

   内定しておく方がいい。 

本店予定地を管轄する登記所で類似商号を調査 

○登記所の窓口に商業登記簿閲覧申請書提出 

○商号が多数記載された簿冊の中に設立予定の 

  会社と同じような商号がないかを調べる 

   ※会社の種類が違っても、商号が似ていると 

     類似商号 

   ※類似商号でもその会社と営業目的が異なっ 

     ていれば登記は可能 

   ※判断しかねる場合は、係の人に相談 

類似商号を調べる 

定款は、会社の組織、運営方法などを定めた規則。 

定款に記載する内容 

①絶対的記載事項･･･一つでも欠くと定款が無効 

   ◆商号 ◆目的 ◆本店所在地 ◆会社が発 

   行する株式の総数 ◆会社の設立に際して発 

   行する株式の総数 ◆会社が公告をなす方法  

   ◆発起人の氏名、住所 

②相対的記載事項･･･記載しないと効力が生じない 

   ◆株式の譲渡制限 ◆株券不所持の申し出の 

   排除 ◆取締役の任期伸長 ◆累積投票の排 

   除 など 

③任意的記載事項･･･記載するか否かは全く事由 

   ◆株主総会開催時期 ◆営業年度 ◆株券の 

   種類 など 

定款を作成する 

定款作成後、発起人全員の記名捺印（実印）をもら

い（各頁の間に全員が割印、一番最後の頁の余白に

捨印も）、本店所在地を管轄する公証役場へ行き 

定款の認証を受ける 

持っていくものは 

○定款３部（うち１部の余白に４万円の収入印紙を 

   貼り、発起人の一人が消印） 

○発起人全員の印鑑証明書 

○認証手数料（５万円程度） 

定款の認証を得る 

一般から募集する方法と、知り合いの中から縁故募集

する方法がある 

○募集する株式数＝設立に際して発行する株式の 

  総数ー発起人が引受けた株式の総数 

○株式の申込みは書面（株式申込証）で行う 

○株式申込証は発起人が作成し、これを株式申込 

  人に渡して、申込み手続きをしてもらう 

○株式の申込みは、通常、株式申込証に申込証拠 

  金を添えて、期間内に、申込取扱金融機関に行う 

通常は、株式申込人から申込証拠金を予め預ってい

るので、これを払込期日に払込金に充当 

発起人が引受けた株式の払込金は、発起人が払込取

扱金融機関に払込む 

○払込が完了したら、払込取扱金融機関から払込 

  金保管証明書の交付を受ける 

○株式払込の取扱手数料として、通常、払込金額 

  の2.5／1000程度の費用がかかる 

○交付された株式払込金保管証明書は設立登記 

  申請の添付書類となる 

株主を払い込む 

実質的には株主総会と同じだが、まだ、会社ができ

ていないので、招集手続は発起人が行う 

○開催時期は、株式の払込が終われば、何時でも 

  いいが、原則、会日の２週間前までに株式引受 

  人全員に招集通知を出すことになっている。 

○開催場所は本店所在地又はその隣接地 

◆会社設立の経過等の報告 ◆定款の承認 ◆取

締役と監査役を選任 ◆取締役と監査役の報酬の

１年間の総額  

○議事録を作成し、選ばれた取締役が記名捺印。 

設立総会を開く 

原則、会日より１週間前に招集通知を各取締役に

出すことになっている。 

会社設立に際しての取締役会は、設立総会で正式

に取締役に選任されてから、設立総会の中間、ある

いは終了後に開催するケースがある。 

○会社設立に際しての決議事項は、最小限、代表 

  取締役の選任と、本店所在地の決定。 

○議事録を作成し、出席した取締役が記名捺印。 

取締役会を開く 

◆登記申請書を作成する 

   Ｂ４版の和紙に黒のボールペンorワープロ 

      提出用１部と控用１部の２部作成 

   申請書用紙にＢ５版の白紙を綴じ込む 

      登録免許税として収入印紙or領収証書を 

      貼るための台紙 

◆申請書を法務局に提出する 

   管轄法務局に出向き、提出 

設立登記を申請する 

会社の骨格を決める 株主を募集する 


